第１章　調査の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本章では、本調査の目的、実施方法、調査項目等を整理する。
１　調査研究の目的

平成25年度を初年度とする本県の「かながわ男女共同参画推進プラン（第３次）」では、重点目標として「女性の活躍と参画の促進」を掲げ、「あらゆる分野における女性の活躍や、政策・方針決定過程への女性の参画をめざし」ている。その中で、「特に若い世代には、様々な分野で男女がともに活躍することが期待され」ており、「小・中・高等学校及び大学におけるキャリア教育や男女共同参画の取組みを一層支援」していくとしている。

しかしながら、現状をみると、最新の内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成24年10月）において、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」と考える人が、20歳代の男女で前回調査に比べて大幅に増えている（前回と比較し19.3ポイント増の50.0％）ことが確認されるなど、若年者において、固定的性別役割分担意識が強まっていることが指摘されている。
また、経済を活性化させる力としても女性の活躍は期待されているが、日本では、女性の年齢階級別労働力率が、出産・子育て期にあたる30歳代で低下し、その後再就職することにより上昇する「Ｍ字カーブ」を描いていることが指摘されている。就業を継続できず、キャリアを積むことが困難な状況は、企業において管理職や役員への女性の登用の少ないことなどにつながっており、国の第３次男女共同参画基本計画でも、解決すべき喫緊の課題として取り上げられている。本県は、全国平均と比べても30歳代の離職率が高いため、Ｍ字の谷が深くなっており、その後の労働力率も低い傾向にあることが「かながわ男女共同参画推進プラン」の中でも大きな課題として掲げられている。

こうした状況については、さまざまな要因が考えられるが、その一つとして、女性が進学や就職などの進路の選択にあたって、将来の結婚や出産などのライフイベントを想定したキャリアビジョン
を描けていないという現状が考えられる
。

そこで、若年者、特に進学・就職を控えた高校生の結婚、育児、仕事と家庭の両立等に係る男女共同参画に関する意識はどのようなものか、また、高校生の男女共同参画意識に影響を及ぼしている要因は何かを探るための意識調査を行い、その分析結果を若年者に男女共同参画の視点を意識づけるための手法の検討等、効果的な施策の展開に向けた参考資料とするものである。
２　調査設計

(1) 調査のねらい

　本調査は、本県の男女共同参画推進における次の２点の課題について、その要因を探るための参考資料とし、課題解決手法の検討に役立てるものである。

　　①　若年者の固定的性別役割分担意識が強まっている要因について

②　女性の就業継続が困難となっている要因について

(2) 調査設計のポイント

①　若年者の固定的性別役割分担意識が強まっている要因について

　　  [現状]

・　最新の内閣府調査において、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」と考える人が、20歳代の男女で前回調査に比べて大幅に増えていることが確認されるなど、若年者において固定的性別役割分担意識が強まっているといわれている。
[調査で確認する主な事項]

○　神奈川県内高校生の男女共同参画意識の現状
○　高校生の男女共同参画意識に影響を与える要因

　・　子ども時代における女性の保護者の勤務状況

　・　男女共同参画に関する学習

　・　ロールモデルの存在　等

②　女性の継続就労が困難となっている要因について

[現状]

・　本県では全国平均と比べても、女性は30歳代の離職が多く、その後の労働力率も低い傾向にあることが大きな課題として掲げられている。

・　こうした状況は、通勤や勤務時間が長いという本県特有の要因のほかに、女性が将来のライフイベントを想定したキャリアビジョンを描けていないという現状も要因の一つとして考えられる。

[調査で確認する内容]

○　神奈川県内高校生の女性の就業に関する意識の現状
○　女性の就業に関する意識に影響を与える要因
○　女性の就業に関する意識が進学、就職や将来の働き方など、進路を選択する際に影響を与える可能性の有無
３　調査対象等
(1) 調査対象及び回答者の状況

①　調査対象：県立高等学校５校の高校２年生　1,309名

②　回答者の状況：女性676名、男性600名、不明・無回答33名

 (2) 調査方法

調査対象校に事前に調査票を配付し、各校ごとに校内で調査票の記入を実施した後、その場で担当教員が各生徒から回収を行った。

(3) 調査期間

2013年10月～11月

(4) 調査項目

次の内容について調査した。

	区　　分
	調　　査　　項　　目

	回答者のプロフィール

	・　性別

・　保護者の現在の勤務状況

・　生徒が小学生のころの女性の保護者の勤務状況

・　生徒が小学生のころの家事・育児の担い手の状況
・　家族との会話の状況

・　「男女共同参画」についての学習状況

	職業について

	· 将来つきたい職業
· 職業希望に影響を受けた人・こと
・　転職、離職に関する考え方

	進学・就職について

	・　高校卒業後の進路

・　希望する最終学校
・　進学先として考えている専門分野

・　就職を選択した理由

	男女共同参画社会について

	・　結婚に関する意識
・　男女共同参画に関する意識
・　女性が職業を持つことに関する意識
・　影響を受けた人や影響を受けたこと

・　将来家庭を持った場合の家事・育児の担い手

	家庭や周囲の状況について

	・　男性の保護者が家事を行っていたことの受け止め方

・　女性の保護者が職業を持っていたことの受け止め方

・　ロールモデルの有無

・　保護者の男女共同参画意識の状況

	将来について

	・　将来の生活設計

・　理想と考える働き方



















































































































































































�　人生・仕事において自分自身のなりたい姿


�  文部科学省では、平成21～23年度に「女性のライフプランニング支援総合推進事業」を実施しているが、その実施の趣旨として、「女性の労働力率は30歳代を底とするＭ字カーブを描き、依然として結婚、出産、育児等のライフイベントを機に就業を中断する女性が多」いことについて、「ライフステージに応じた働き方の希望と現実のギャップ」が原因の一つであり、女性の継続就業・離職・再就職をめぐる現状について「学校教育・社会教育の中で十分に学習の機会が提供されていない」ことが課題として認識されている。そのため、「女性が結婚や出産といったライフイベントを視野に入れ、長期的な視点で人生設計（ライフプランニング）を行い、その能力を発揮しつつ主体的に働き方・生き方を選択することを支援することが必要」としている。
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